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第1章 諸論 
 
1-1 はじめに 
1-1-1 研究の背景 
スケトウダラ Theragra chalcogramma は、北太平洋に広く分布するタラの 1 種であり、
我が国の重要な漁業資源の 1 つである。韓国の日本海沿岸から、オホーツク海、ベーリン
グ海、カリフォルニア州沿岸に至る大陸棚とその周辺海域に広く分布する寒海性の魚類で
ある（図 1-1）。 
本種は、卵巣が珍重され、たらこや辛子明太子として広く食されている。また、精巣も
白子として食される。身は干物にした棒鱈や、新鮮なものは鍋料理に使われ、1960 年代に
北海道立水産試験場により冷凍スリミ製法が開発されてからは魚肉練り製品に加工する需
要が増えた。しかし、増え過ぎた需要に対応した漁獲により、1980 年代後半から資源量の
減尐傾向が続き、漁獲量も減尐した（図 1-2）。ベーリング海では 1993 年以降、対象資源を
管理する中央ベーリング海スケトウダラ保存管理条約年次会議と科学技術委員会により漁
業停止とされた(水産庁・水産総合研究センター，2008)。スケトウダラ日本海北部系群に
おいても、1990 年前後をピークに漁獲量は減尐傾向にある（図 1-3）。 
日本は一部の魚種に対し、TAC（Total Allowable Catch：総漁獲可能量）制を導入し、
スケトウダラも対象魚種の 1 つである。この TAC 制度が成功するか否かは、妥当な TAC
が設定できるか否かが 1 つの要因である。この設定を行う上で、加入量の予測が必要とな
る。 
一般に、資源変動の要因は産卵親魚量と環境要因の 2 つが考えられている。前者は、産
卵親魚量の大小が産卵量を決定するという考えで、密度効果が主たる要因である。後者は、
水温や塩分濃度、酸素濃度等の環境要因が、親魚量の成長や産卵数、仔稚魚の成長や生き
残りなどに影響し、資源量変動を起こすという考えで、対象魚種毎に重要な要因や、その
掛かり方が違う事が特徴である。 
現在の TAC 制度では密度効果のみを仮定して ABC（Allowable Biological Catch：生物
学的許容漁獲量）を算定しているが、実際には海洋環境の変化が資源量変動に及ぼす影響
は極めて大きいと考えられている。しかしながら、具体的にどの様に影響を及ぼすかは、
ほとんど明らかにされていない事も事実である。 
独立行政法人水産総合研究センター北海道区水産研究所では北海道周辺に分布するスケ
トウダラを日本海北部系群、根室海峡系群、オホーツク海单部系群、太平洋系群の 4 系群
に分けて資源評価をしている（図 1-4）。 
本研究では日本海北部系群について分析をしたが、再生産関係に着目すると、Ricker 型
や Beverton-Holt 型の密度依存型よりも、線形の再生産モデルの方が、再生産関係をより
良く表している。しかし、いずれのモデルにおいても再生産関係を充分には説明出来ず、
新しい再生産モデルの開発が必要であると考えられる。 
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1-1-2 本研究の目的 
本研究の目的は、資源量が低位に推移しているスケトウダラ日本海北部系群の資源回復
と、持続可能な漁業の管理方策の提案を行うことである。 
そのために、加入量変動のメカニズムを明らかにする必要が有る。密度依存型のモデル
に対して環境要因を付加したモデルや、環境要因のみのモデルを検討し、加入量の予測を
試みることにより、加入量の変動メカニズムを検討した。。 
 
1-2 生態 
1-2-1 形態 
本種の体は比較的細身である。背側の体色は褐色で、2 本の帯状の斑模様が連なり、腹側
は白色である。タラ類に共通の特徴である、3 基の背鰭と 2 基の尻鰭を持つ。下顎は上顎よ
りも突き出ており、髭が無い。 
 
1-2-2 系群構造、分布及び回遊 
日本海北部系群のスケトウダラは、本州日本海側の石川県能登半島から北海道西岸を経
て樺太の西岸、タタール海峡及び北部沿海州にかけての沿岸及び沖合域周辺に分布すると
されている（図 1-5）。雄冬沖から利尻礼文島までの海域と武蔵堆海域が未成魚の成育場と
されているが、近年の武蔵堆周辺における分布量は大きく減尐していると考えられている。
かつては日ロ双方の水域間における資源の交流が考えられていたが、現在の資源状態にお
いては交流が尐なく、各々の水域に分布する資源を利用している状況にあると考えられて
いる（我が国周辺水域の漁業資源評価：山下夕帆・千村昌之，2009）。スケトウダラの生息
水温は一般に 2~10℃であり、特に 2~5℃の温度帯に多く生息すると考えられている。また、
卵や稚魚は、湾内に多い傾向があり、発生段階では生息地域の地形が関係する事も考えら
れる（北海道区水産研究所：濱津友紀，2008）。 
 
1-2-3 成熟と産卵 
本系群の成熟は満 3 歳から始まり、満 6 歳でほぼ全ての個体が成熟する。成熟率はロジ
スティック曲線をあてはめて算出されているが、2 歳魚については成熟した個体の観測例が
無いことから 0%とされている（図 1-6）。 
主要な産卵場は岩内湾並びに乙部沖（檜山）海域である。以前は石狩湾、雄冬沖、武蔵
堆、利尻礼文島周辺にも産卵場があるとされていたが、現在、雄冬以北では確認されてい
ない。産卵期は 12 月~3 月で、一般に 1~2 月が盛期と考えられているが、单で早く北で遅
い傾向がある。 
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1-2-4 年齢と成長 
水産庁の資源評価表では、年齢と平均体長・体重の関係を、1995～2002 年の 3～5 月の
沖底および松前の刺し網漁獲物測定資料より算出している（図 1-7）。これによると、成熟
が本格化する 4 歳以降の体長が他の 3 系群に比べるとやや小型であるとされている。 
生息水深は、一般に 100～300m の大陸棚ないしは海底付近である。底層魚と言うよりは
むしろ中層魚で遊泳性が強く、不利な環境下にある場合、水平移動や垂直移動をする事に
より、より好適な環境を選択する事が出来る。孵化後は表層を漂い、成長するにつれて生
息水深が深くなる（2001 年夏季におけるオホーツク海重要底魚生態調査結果：柳本卓，
2002）。 
 
1-2-5 食性 
本種は、端脚類やオキアミ類をはじめとする浮遊性小型甲殻類を捕食する。それ以外に
もイカ類、環形動物、小型魚類、底生甲殻類などを捕食している。また、スケトウダラの
仔稚魚を共食いすることもある。 
 
1-3 漁業 
スケトウダラの漁法は、沖合底曳網、延縄、刺し網などである。 
スケトウダラ漁業は 1900 年代初めに日本海側で延縄漁業により始まり、その後、刺し網
漁業で漁獲されるようになるとともに各地に広まる。1950 年代に入ると、底曳網漁業によ
る漁獲が本格化した。1960 年頃にスケトウダラのスリミ製法が開発されてからは一層需要
が増大し、漁場が北海道周辺から沿海州沖合、樺太沿岸、カムチャッカ半島周辺からベー
リング海へと拡大した。 
日本海北部系群では、檜山～後志地方沿岸では沿岸漁業により産卵親魚が漁獲され、石
狩湾以北海域では沖合底曳網により、未成魚も含めて漁獲が行われている。 
漁獲量は太平洋が一番多く、比較的安定した漁獲が続いている。日本海北部系群は全体
の 2～3 割を占めていたが、近年は低位に推移している。1990 年前後に 20 万トン以上の漁
獲も記録されているが、近年はその 10 分の 1 以下である。 
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図 1-1 スケトウダラの分布域 
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図 1-2 スケトウダラの漁獲量の推移 
 
  
0
4
8
12
16
20
1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005
漁
獲
量
(1
0
万
ト
ン
)
年
ベーリング海
根室海峡系群
太平洋系群
オホーツク海单部系群
日本海北部系群
6 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1-3 スケトウダラ日本海北部系群の漁獲量の推移 
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図 1-4 日本近海のスケトウダラの系群分布 
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図 1-5 日本海のスケトウダラの分布図 
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図 1-6 スケトウダラ日本海北部系群の年齢と成熟率 
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図 1-7 スケトウダラ日本海北部系群の年齢と尾叉長と体重 
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第 2 章 資源量推定 
 
2-1 背景と目的 
水産庁増殖推進部による我が国周辺水域の漁業資源評価によると、スケトウダラ日本海
北部系群の漁獲量は 1990 年度前後をピークに現在まで減尐傾向にある。これは資源量その
ものが減尐傾向にある事が要因と考えられるが、資源量が減尐した要因については明らか
にされていない。以降の章でその要因について推測を行うが、本章では本研究に必要な年
別年齢別資源量などの推定を行う。 
 
2-2 材料と方法 
本章で用いた年別年齢別漁獲尾数・自然死亡係数・年齢別成熟率・年齢別平均体重は、
水産庁が公表している「平成 21 年度スケトウダラ日本海北部系群の資源評価」（山下夕帆、
千村昌之，2009）より 1980 年度から 2008 年度までのものを用いた。自然死亡係数 M
（natural mortality coefficient）は、漁獲開始年齢の 2 歳で 0.3、3 歳以上では 0.25 であ
る。年齢別成熟率と年齢別体重は図 1-6 および図 1-7 の通りである。以上の材料よりコホー
ト解析を行い、年別年齢別資源量と漁獲係数を推定した。 
本研究では水産庁の資源評価表に倣い、年度による漁獲係数 F の変動が小さくなるよう
直近 5 カ年（2003～2007 年度）の年齢別の F の平均値を TerminalF として採用した。 
資源尾数と漁獲係数の推定は、水産庁資源評価に従い、y年度の a歳魚の資源尾数をNa,y、
漁獲尾数を Ca,y、漁獲係数を Fa,yとし、10 歳以上はプラスグループとして一纏めにして 10+
と表記し、漁獲係数は 9 歳魚と等しいと仮定し、次式により計算した。 
8 歳以下の資源尾数については以下の式を用いた。 
2
, 1, 1 ,
a
M
M
a y a y a yN N C        
（2-1）
 
9 歳および 10 歳以上のプラスグループの資源尾数については以下の式を用いた。 
9, 2
9, 10 , 1 9,
9, 10 ,
M
y M
y y y
y y
C
N N C
C C
 

    

 
（2-2）
 
10 , 2
10 , 10 , 1 10 ,
9, 10 ,
M
y M
y y y
y y
C
N N C
C C

   

    

 
（2-3）
 
また、9 歳以下では 
 ,
1, 1 ,
a y aF M
a y a yN N
 
       
（2-4）
 
が成り立ち、10 歳以上は 
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   ,10 , 1 9, 10 , a y a
F M
y y yN N N
 
       
（2-5）
 
と表される。 
（2-2）式・（2-3）式と（2-5）式を組み合わせると 
 
 ,
9, 10 ,
2
10 , 1
1a y
M
y y
y F
C C
N

 

 

   
（2-6）
 
が得られる。（2-6）式を基に F10+,2008を仮定することで N10+,2009を推定し、（2-2）式と（2-3）
式を使い 1980～2008 年度までの 9 歳と 10 歳以上の資源量を推定した。また、推定した資
源量より、（2-4）式と（2-5）式を用いて漁獲係数を推定した。また、推定した漁獲係数の
直近 5 カ年の平均値である F9,2008 が F10+,2008と等しくなるように Excel のソルバーを使用
して F10+,2008を調整した。 
次に、推定した N9,yと（2-1）式・（2-4）式により 2007 年度以前の 8 歳魚の資源量と漁
獲係数を推定し、平均された F8,2008を推定した。（2-1）式と（2-4）式を組み合わせると 
 ,
, 2
,
1 a y
M
a y
a y F
C
N

 

    
（2-7）
 
が得られるので、F8,2008 を代入して N8,2008を推定した。 
これを繰り返すことで 1980 年度から 2008 年度までの年別年齢別資源尾数を推定した。 
以降では 2 歳魚が漁獲開始年齢であることを踏まえて加入尾数とし、産卵親魚量（SSB；
Spawning Stock Biomass）当りの加入尾数（Recruit）を表す再生産成功率を RPS（Recruit 
Per Spawning；加入尾数/親魚量）と略記する。 
 
2-3 結果と考察 
コホート解析の結果を図 2-1 に示した。親魚量は 1996 年度の約 26 万 2000 トンから減
尐の一途を辿り、2008 年度には過去最低の約 2 万 4900 トンに低迷している。また、RPS
は 1980 年代後半に高い値を示したが、1990 年度前後から低位に推移し、2006 年度に急激
に上昇した。これに伴い、2008 年度の加入尾数も最近年と比較すると非常に高い値が得ら
れた。しかし、コホート解析においては最近年の結果ほど不確実性が高くなることをふま
えて、2008 年度の資源尾数については除外して以降の研究材料として使用する。 
資源尾数（図 2-2）は 1990 年度の約 36 億 6000 万尾から減尐傾向になり 2006 年度には
過去最低となる約 2 億 3400 万尾と、約 16 分の 1 にまで減尐した。年齢組成（図 2-3）を
見ると、2 歳の割合が大体首位を占めているが、加入尾数である 2 歳尾数が多い年度には 2
歳が、翌年は 3 歳、翌々年は 4 歳が首位を占めるというように、一部の年級群が資源尾数
に対して大きな割合を示すようになる。2007 年度の年齢組成は 2 歳が約 45%と非常に高い
割合を示し、以下 10 歳+まで、約 19％、9％、7％、6％、6％、4％、2％、2％である。 
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資源量（図 2-4）は 1990 年度の約 86 万 7000 トンから 2007 年度の約 7 万 200 トンまで
減尐の一途を辿り、約 12 分の 1 にまで減尐した。年齢組成（図 2-5）を見ると、資源尾数
での年齢組成と同様に、一部の年級群が資源量に対して大きな割合を示す事が分かる。2007
年度の年齢組成は 2 歳が約 22%、3 歳が約 16%で、以下 10 歳+まで、約 10％、11％、11％、
13％、9％、4％、4％であり、高齢魚にも割合が分散している事が分かる。 
漁獲尾数（図 2-6）は 1992 年度の約 6 億 1400 万尾から減尐傾向になり、2006 年度には
過去最低となる約 4350 万尾と、約 14 分の 1 にまで減尐した。年齢組成（図 2-7）を見る
と、通年で比較すると資源量が多い 1995 年度ころまでは 3 歳～5 歳が総漁獲の半分以上を
占めているが、加入尾数が減り始めた 1990 年後半は 6 歳が首位を占める事もある。2000
年度以降は資源が低位に推移しているため、2 歳尾数が増えた年度に 2 歳漁獲尾数の割合も
増えている。2008 年度の年齢組成は 2 歳が約 52％と半数を超え、3 歳は約 16％で、未成
魚に対する漁獲割合が高い。以下 10 歳+まで、約 9％、5％、5％、4％、5％、3％、2％で
ある。 
漁獲量（図 2-8）は 1992 年度の約 21 万 5000 トンから減尐傾向になり 2007 年度には過
去最低となる約 1 万 7200 トンと、約 13 分の 1 にまで減尐した。年齢組成（図 2-9）を見
ると、3 歳～6 歳までが大きな割合を示しているが、1990 年度からは資源尾数での年齢組
成と同様に、一部の年級群が漁獲量に対して大きな割合を示す。2008 年度の年齢組成は 2
歳～10 歳+まで約 27％、14％、11％、8％、9％、8％、10％、7％、6％であり、漁獲尾数
と比較すると高齢魚にも割合が分散している事が分かる。 
年齢別漁獲係数 F の値の経年変化を図 2-10 に示した。10+歳に対する漁獲係数は 9 歳の
漁獲係数と等しいので図には割愛した。年級群により多尐の幅があるが、大体加入尾数に
対しての漁獲係数が一番低く、9 歳と 10+歳に対しての漁獲係数に向かい高い値を取る傾向
にある。また、資源量の減尐によると思われるが、1990 年代後半から 2 歳に対しての漁獲
圧が上昇傾向にある。 
参考までに、卖位量 1 の加入に対して漁獲圧が掛からない場合の、成長に伴う資源量と
親魚量としての成長を図 2-11 に示す。資源管理において、資源量ないしは親魚量が増える
と密度効果により RPS が減尐するという考えが一般的である。しかしながら、次章で詳述
するが、1980 年度からのスケトウダラ日本海北部系群においては密度効果が見られないこ
とから、資源量や親魚量が最大になるであろう 4 歳ないしは 5 歳以下の資源に対しての漁
獲圧を抑える事が重要であると考える。 
以上の事から、1990 年以降の資源量の減尐は、RPS が低位に推移して加入尾数が尐ない
状態が続き、親魚量も徐々に減尐した結果加入尾数が更に減ることにより引き起こされた
と考えられる。また、資源量が減尐したことに伴い、加入尾数や若齢魚に対する漁獲圧が
高まり、親魚量の加入が尐なくなるという原因も考えられる。 
そこで、資源管理方策を検討する為に必要なスケトウダラ日本海北部系群の再生産関係
について次章で検討を行う。 
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図 2-1 コホート解析結果のまとめ 
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図 2-2 コホート解析による資源尾数の経年変化 
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図 2-3 コホート解析による資源尾数の年齢組成の経年変化 
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図 2-4 コホート解析による資源量の経年変化 
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図 2-5 コホート解析による資源量の年齢組成の経年変化 
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図 2-6 漁獲尾数の経年変化 
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図 2-7 漁獲尾数の年齢組成の経年変化 
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図 2-8 漁獲量の経年変化 
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図 2-9 漁獲量の年齢組成の経年変化 
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図 2-10 コホート解析による漁獲係数の経年変化 
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図 2-11 漁獲圧が無い場合の生き残りと成長 
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第 3 章 環境変動と再生産関係 
 
3-1 背景と目的 
水産資源は加入と自然死亡、漁獲死亡により変動する。特に加入と自然死亡は目に見る
ことも何かで測ることも出来ないことが資源管理の難しさの要因である。加入に関しては
再生産関係という考え方が一般的であり Ricker 型や Beverton-Holt 型の再生産関係が用い
られることが多い。これは加入尾数や加入量が親魚量にのみ依存するという考えで、資源
量が増えるに従い、増加率が減尐するという考え方である。しかし、1980 年度～2007 年度
までのスケトウダラ北部日本海系群の資源動態については、Ricker 型や Beverton-Holt だ
けではうまく説明出来ていない。 
そこで、本章では環境要因が再生産関係に与える影響について検証し、加入量ないしは
加入尾数の変動の仕組みについて検討する。 
 
3-2 材料と方法 
第 2 章で推定された 1980 年度から 2007 年度までの年別年齢別資源尾数を用いた。加入
尾数は 2 歳魚で、第 1 章で紹介した成熟率により親魚量を求めた。 
環境要因として、1980 年度から 2007 年度までの AO（Arctic Oscillation：北極振動）、
PDO（Pacific Decadal Oscillation：太平洋十年度規模振動）および日本海北東部海域平均
海面水温データを用いた。AO は北極と北半球中緯度地域の気圧が相反して変動する現象で、
数値が正であれば中緯度から高緯度にかけて温暖になり、負であれば寒冷になるとされて
いる。PDO 指数は北太平洋の 20°以北における海面水温の偏差で、この値が正であれば
アリューシャン低気圧が強くなり、負であればアリューシャン低気圧が弱くなるとされて
いる。水温データは西経 138～142 度、北緯 42～50 度（図 3-1）の海域の平均海面水温で
ある。 
年度齢別の平均体重と成熟率は図 1-6 および図 1-7 に示したとおりで、年に関わらず一定
と仮定し、次式により産卵親魚量 SSBy（10 万トン）を求めた。 
10
, , ,
2
y a y a y a y
a
SSB m N w


  
（3-1）
 
ここで、ma,yと wa,yは、それぞれ y 年度 a 歳魚の成熟率（%）と体重（g）を表す。 
初めに、以下の線形、非線形モデルにより、スケトウダラ日本海北部系群の再生産関係
の再現を試みた。これらのモデルをそれぞれ比較し、加入尾数を巧く再現できたモデルを
以降採択することとした。y 年度の親魚量が生んだ加入尾数は 2 歳魚として加入するので
Ry+2（億尾）とし、再生産モデルには Ricker モデル、Beverton-Holt（B-H）モデル、Linear
モデルおよび Proportion モデルを用いた。 
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Ricker モデル  ：
 
 
2
ybSSB
y yR aSSB e

   
（3-2）
 
 
B-H モデル  ：
 
 2 1
y
y
y
aSSB
R
bSSB
 

 
（3-3）
 
 
Linear モデル  ：
 2y y
R aSSB b    
（3-4）
 
 
Proportion モデル ：
 2y y
R aSSB    
（3-5）
 
上式において a と b は定数である。各モデルを、統計ソフト R を用いて最適化し、AIC
（赤池情報量基準）を求めた。 
次に、再生産関係に海洋環境要因が与える影響を明らかにするために、RPS と時間差を
考えた加入尾数および時間差を考えた漁獲量と海洋環境要因との相関を求めた。 
最後に、下山（2006）の手法を用いて、特に有意な相関の強い海洋環境要因を再生産モ
デルに取り入れ、再度最適化をした。 
直接加入尾数を求めるモデルとして、前述の密度依存型の再生産モデルを f(SSBy)とし、
海洋環境要因の関数を g(X1,y-h,…,Xn,y-h)とする。一つ目は再生産モデルに海洋環境要因が線
形に結合されている 
 
   2 1, ,, ,y y y h n y hR f SSB g X X    …   （3-6） 
である。二つ目は、再生産モデルに海洋環境要因が掛け合わさり結合されている 
 
   1, ,, ,2 y h n y h
g X X
y yR f SSB e
 
 
…
   
（3-7）
 
である。以降ではそれぞれを加法モデル、乗法モデルと呼ぶ。ここで、海洋環境要因の関
数 g(X1,y-h,…,Xn,y-h)は、各要因が線形に結合された 
 
 1, , 1 1, ,, ,y h n y h y h n n y hg X X c X c X     … …  （3-8） 
と仮定した。ここで、ci(i=1,…,n)は環境要因 i 毎の定数を表し、Xi,y-h(i=1,…,n)は環境要因 i
毎の y-h 年度の変数を表し、h は再生産モデルと環境要因の時間差を表す。このモデルに対
して統計ソフト R を用い最適化をし、AIC を求めた。 
また、RPS とも強い相関が出たので、 
×R SSB RPS      （3-9） 
より、g(X1,y-h,…,Xn,y-h)に定数 d を加えて 
 
 
27 
 
 
 2 1× ( , , )y y nR SSB g X X d  …    （3-10） 
 
 1( , , )
2 ×
ng X X d
y yR SSB e

 
…
   
（3-11）
 
と表し、RPS 加法モデルおよび RPS 乗法モデルと呼ぶ。2 式についても最適化をし、AIC
を求めた。 
 
3-3 結果と考察 
加入尾数と産卵親魚量の経年変化を図 3-2 に示した。第 2 章で述べたように加入尾数は
1990 年度の約 18 億 6000 万尾から減尐傾向にあり、2007 年度まで低位に推移している。
産卵親魚量も 1990 年度の約 28 万 9000 トンをピークに減尐傾向にあり、2007 年度は過去
最低の約 3 万 7000 トンと推定された。 
産卵親魚量と 2 年後の加入尾数の相関図を図 3-3 に示した。相関係数は約 0.389、p 値は
0.04922 より、5%有意で正の相関があることが分かる。また、1984～1988 年度の 5 年間
は他の時期に比べて RPS が高い時期であることから、1984～1988 年度とそれ以外の期間
の 2 つに分けてそれぞれ相関を求めた。1984～1988 年度は期間が短く情報が尐ないために
有意な相関が見られないが、それ以外の RPS が低い時期で見ると 0.1％有意で正の相関が
得られた。この原因については水温との相関と含めて後述する。 
表 3-1 に Ricker、Beverton-Holt、Linear および Proportion モデルの最適化された媒介
変数を示す。AIC は一番卖純な Proportion モデルに一番低い値が出た。これは、親魚量が
増えた分だけ加入尾数も増えるということを示唆しており、密度効果を考えた場合妥当な
モデルとは言い難い。 
図3-4に、VPAで求められた加入尾数とRicker、Beverton-Holt、LinearおよびProportion
モデルによる加入尾数推定値の経年変化を示した。実際の加入尾数と各モデルを比べると、
モデルを中間として加入尾数の多い時期と尐ない時期に分けられるように見える。また、
モデル毎の差が殆ど無いように見える。図 3-5（a）に産卵親魚量と加入尾数の散布図と、
推定された直線および曲線を示した。再生産モデルは、いずれも直線的で似たような形状
を示した。図 3-5（b）を見ると各モデルの特性が分かるが、最大の加入尾数を得るには、
B-H モデルで約 100 万トン、Linear および Proportion モデルで約 60 万トンの親魚量を必
要とし、Ricker モデルにおいてはモデル卖体では過去最大の加入尾数を予測出来ないとい
う結果が出た。以上のことから、再生産モデルだけでは予測モデルとしては不備があり、
別の要因が必要であると考えられる。 
表（3-1）に AO と RPS、加入尾数、漁獲量との相関を示す。AO との相関は殆ど見られ
ず、一部に有意水準 5%で正の相関が見られた。 
表（3-2）に PDO と RPS、加入尾数、漁獲量との相関を示す。AO と同様に相関は殆ど
見られず、一部に有意水準 5％で正の相関が見られた。 
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表（3-3）に日本海北東部海域平均海面水温データと RPS、加入尾数、漁獲量との相関を
示す。年平均の水温偏差と 1 年後および 2 年後、秋季平均の水温偏差と 2 年後の加入尾数
に有意水準0.1%で強い負の相関が見られた。また、年平均および秋季平均の水温偏差とRPS
にも有意水準 0.1％で強い負の相関が見られた。 
この中で一番強い負の相関が見られた秋季平均の水温偏差と加入尾数の散布図と直線近
似式を図 3-6 に示す。これによると、図 3-3 で示した加入尾数の高い時期と低い時期が同時
に水温偏差により表され、2 つに分けるより 1 つにまとめた方が相関の有意水準も低くなる
ことが示唆された。 
先ず、加入尾数との有意な相関が見られた 3 点を用いて加法・乗法モデルの最適化をし、
結果として返されたそれぞれの変数の推定値および AIC を表 3-4 から表 3-11 に表す。 
また、VPA により推定された加入尾数と、最適化された AIC が一番低い加法モデルとの
経年変化の比較を図 3-7 に示し、乗法モデルとの比較を図 3-8 に示す。これを見ると、乗法
モデルが環境要因を考慮しない場合および加法モデルの双方より AIC が小さくなり、加入
尾数の変動をより良く再現していると考えられる。 
次に、RPS 加法モデルおよび RPS 乗法モデルについて最適化された変数の推定値および
AIC を表 3-12 に表す。AIC が一番低いモデルには RPS 乗法モデルが選ばれるが、これは
Proportion 乗法モデルに等しく、表 3-11 と同じ結果になる。 
以上のことから、日本海北東部海域平均海面水温が資源変動に何らかの影響を与えてい
ることが示唆された。また、親魚量と RPS を掛け合わせることで加入尾数を求めるよりも、
親魚量から直接加入尾数を求める方がより良く再生産関係を再現出来ることが示唆された。
さらに、ある年度の親魚量とその年度の秋の平均海面水温を使う事で 2 年後の加入尾数が
予測できることが示唆された。 
AIC が一番低いモデルは Ricker 乗法モデルであるが、他の乗法モデルとの差は殆ど無い
と考えられた。これは親魚量の変動が大きくないために、親魚量の影響があまり検出され
なかった可能性が考えられる。 
次章では乗法モデルの全てを用いてそれぞれ資源変動及び漁獲量予測を試行した。 
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図 3-1 日本海北東部海域平均海面水温に用いられる海域 
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図 3-2 産卵親魚量と加入尾数の経年変化 
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図 3-3 産卵親魚量と 2 年後の加入尾数の散布図および直線近似式 
  
32 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 3-1 Ricker、Beverton-Holt、Linear および 
Proportion モデルの最適化された媒介変数 
  a b AIC 
Ricker 3.733  0.103  158.285  
Beverton-Holt 3.621  0.099  158.312  
Linear 3.194  -0.523  158.394  
Proportion 2.952    156.423  
 
   
33 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-4 VPA と各再生産モデルの加入尾数の推定値の経年変化 
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図 3-5（a） 親魚量と 2 年後の加入尾数の散布図と各再生産モデルの比較 
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図 3-5（b） 親魚量と加入尾数の散布図と各再生産モデルの比較 
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表 3-1 AO と RPS、加入尾数および漁獲量との相関 
    
正の相関 5%有意 1%有意 0.1%有意 
    
負の相関 5%有意 1%有意 0.1%有意 
        
  当年 +1年 +2年 
  RPS 加入尾数 漁獲量 加入尾数 漁獲量 加入尾数 漁獲量 
4月 0.001  0.261  -0.063  0.076  0.040  -0.014  0.160  
5月 -0.082  0.021  0.003  0.095  0.068  -0.053  0.132  
6月 -0.057  0.010  -0.072  -0.064  -0.048  -0.022  0.187  
7月 -0.180  -0.112  0.203  0.091  -0.015  -0.127  0.020  
8月 -0.087  -0.179  0.291  -0.118  0.209  0.019  -0.009  
9月 0.201  0.014  -0.185  0.071  -0.055  0.104  0.166  
10月 0.321  0.332  0.085  0.444  0.260  0.261  0.405  
11月 -0.159  0.190  0.074  0.025  0.036  -0.116  0.179  
12月 0.181  0.160  0.173  -0.021  0.218  0.237  0.236  
1月 0.112  0.148  0.263  0.107  0.208  0.088  0.168  
2月 -0.066  -0.008  0.309  0.039  0.285  -0.053  0.111  
3月 0.204  0.022  0.415  0.330  0.183  0.277  0.167  
春 -0.091  0.320  0.102  0.248  0.151  -0.055  0.339  
夏 -0.145  -0.125  0.178  -0.069  0.076  -0.053  0.118  
秋 0.148  0.313  0.014  0.297  0.146  0.093  0.390  
冬 0.095  0.134  0.343  0.061  0.332  0.117  0.231  
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表 3-2 PDO と RPS、加入尾数および漁獲量との相関 
    
正の相関 5%有意 1%有意 0.1%有意 
    
負の相関 5%有意 1%有意 0.1%有意 
        
  当年 +1年 +2年 
  RPS 加入尾数 漁獲量 加入尾数 漁獲量 加入尾数 漁獲量 
4月 0.096  0.324  0.194  0.169  0.155  0.183  0.175  
5月 -0.060  0.148  0.214  0.065  0.084  0.041  0.009  
6月 -0.134  0.064  0.123  0.049  -0.074  -0.018  -0.053  
7月 -0.043  0.185  0.163  0.252  0.115  0.112  0.120  
8月 -0.125  0.152  0.146  0.135  0.069  0.022  -0.008  
9月 -0.095  0.299  0.373  0.253  0.335  0.133  0.191  
10月 0.132  0.316  0.462  0.297  0.342  0.286  0.238  
11月 0.183  0.273  0.392  0.281  0.282  0.262  0.144  
12月 0.277  0.080  0.145  0.282  0.050  0.196  0.006  
1月 0.096  -0.051  0.001  0.116  -0.156  0.010  -0.177  
2月 0.074  0.040  0.014  0.107  -0.107  0.048  -0.101  
3月 -0.065  0.074  0.064  0.162  -0.055  0.002  -0.051  
春 0.125  0.221  0.132  0.083  0.068  0.139  0.043  
夏 -0.113  0.141  0.156  0.153  0.033  0.040  0.019  
秋 0.097  0.318  0.441  0.298  0.343  0.246  0.205  
冬 0.171  0.025  0.059  0.185  -0.073  0.094  -0.095  
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表 3-3 日本海北東部海域平均海面水温と RPS、加入尾数および漁獲量との相関 
    
正の相関 5%有意 1%有意 0.1%有意 
    
負の相関 5%有意 1%有意 0.1%有意 
        
  当年 +1年 +2年 
  RPS 加入尾数 漁獲量 加入尾数 漁獲量 加入尾数 漁獲量 
平均 -0.620  -0.413  -0.431  -0.637  -0.412  -0.619  -0.395  
春 -0.453  -0.372  -0.263  -0.555  -0.319  -0.444  -0.426  
夏 -0.165  -0.327  -0.441  -0.439  -0.303  -0.194  -0.129  
秋 -0.636  -0.319  -0.496  -0.522  -0.483  -0.691  -0.421  
冬 -0.407  0.058  0.363  -0.116  0.124  -0.308  0.008  
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図 3-6 秋季平均の水温偏差と 2 年後の加入尾数の散布図および直線近似式 
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表 3-4 Ricker 加法モデルの最適化された媒介変数 
Ricker 加法モデル R=a*SSB*exp(-b*SSB)+g(T) 
  a b C1 C2 C3 AIC 
a,b 3.733  0.103        158.285  
a,b,C1 5.874  0.274  -5.000      150.543  
a,b,C2 7.726  0.417    -3.719    147.738  
a,b,C3 6.833  0.319      -5.534  148.612  
a,b,C1,C2 7.593  0.404  -1.250  -3.023    149.490  
a,b,C1,C3 7.242  0.347  -2.570    -3.806  148.679  
a,b,C2,C3 8.274  0.424    -2.332  -2.987  147.560  
a,b,C1,C2,C3 8.173  0.416  -0.715  -1.974  -2.897  149.474  
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表 3-5 Ricker 乗法モデルの最適化された媒介変数 
Ricker 乗法モデル R=a*SSB*exp(-b*SSB)*exp{g(T)} 
  a b C1 C2 C3 AIC 
a,b 3.733  0.103        158.285  
a,b,C1 4.994  0.246  -0.951      149.126  
a,b,C2 8.022  0.518    -0.790    141.248  
a,b,C3 4.409  0.171      -1.088  145.785  
a,b,C1,C2 6.743  0.447  -0.393  -0.666    141.489  
a,b,C2,C3 7.401  0.453    -0.539  -0.484  141.630  
a,b,C1,C3 4.022  0.137  -0.481    -0.812  144.639  
a,b,C1,C2,C3 6.292  0.388  -0.315  -0.478  -0.397  142.393  
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表 3-6 Beverton-Holt 加法モデルの最適化された媒介変数 
B-H加法モデル R=a*SSB/(1+b*SSB)+g(T) 
  a b C1 C2 C3 AIC 
a,b 3.621  0.099        158.312  
a,b,C1 7.611  0.630  -5.120      150.511  
a,b,C2 20.136  2.578    -3.940    147.552  
a,b,C3 11.215  1.066      -5.800  148.433  
a,b,C1,C2 20.522  2.596  -1.419  -3.180    149.225  
a,b,C1,C3 18.336  2.052  -2.793    -4.133  148.213  
a,b,C2,C3 54.447  7.338    -2.576  -3.357  146.871  
a,b,C1,C2,C3 56.445  7.580  -0.873  -2.161  -3.256  148.737  
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表 3-7 Beverton-Holt 乗法モデルの最適化された媒介変数 
B-H乗法モデル R=a*SSB/(1+b*SSB)*exp{g(T)} 
  a b C1 C2 C3 AIC 
a,b 3.621  0.099        158.312  
a,b,C1 5.175  0.359  -0.955      149.278  
a,b,C2 16.446  2.483    -0.784    141.859  
a,b,C3 4.586  0.236      -1.093  145.811  
a,b,C1,C2 10.840  1.519  -0.415  -0.659    141.929  
a,b,C2,C3 12.798  1.688    -0.517  -0.523  141.955  
a,b,C1,C3 4.119  0.176  -0.481    -0.817  150.395  
a,b,C1,C2,C3           Error 
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表 3-8 Linear 加法モデルの最適化された媒介変数 
Linear 加法モデル R=a*SSB+b+g(T) 
  a b C1 C2 C3 AIC 
a,b 3.194  -0.523        158.394  
a,b,C1 1.624  3.359  -5.367      150.362  
a,b,C2 0.764  4.918    -3.993    147.443  
a,b,C3 1.388  4.268      -6.020  148.156  
a,b,C1,C2 0.827  4.884  -1.577  -3.131    149.040  
a,b,C1,C3 1.104  4.870  -2.857    -4.179  147.731  
a,b,C2,C3 0.669  5.551    -2.478  -3.389  146.622  
a,b,C1,C2,C3 0.713  5.506  -1.003  -1.984  -3.267  148.445  
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表 3-9 Linear 乗法モデルの最適化された媒介変数 
Linear 乗法モデル R=(a*SSB+b)*exp{g(T)} 
  a b C1 C2 C3 AIC 
a,b 3.194  -0.523        158.394  
a,b,C1 1.958  1.972  -0.966      149.702  
a,b,C2 0.080  5.305    -0.807    142.051  
a,b,C3 2.268  1.584      -1.111  145.960  
a,b,C1,C2 0.456  4.396  -0.407  -0.677    142.218  
a,b,C1,C3 2.396  1.196  -0.481    -0.835  144.765  
a,b,C2,C3 0.481  4.820    -0.528  -0.529  142.176  
a,b,C1,C2,C3 0.858  3.906  -0.322  -0.462  -0.444  142.876  
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表 3-10  Proportion 加法モデルの最適化された媒介変数 
Proportion 加法モデル R=a*SSB+g(T) 
  a C1 C2 C3 AIC 
a 2.952        156.423  
a,C1 3.143  -4.620      149.795  
a,C2 3.015    -3.145    148.481  
a,C3 3.285      -4.952  148.517  
a,C1,C2 3.066  -1.665  -2.241    150.081  
a,C1,C3 3.272  -2.377    -3.295  148.978  
a,C2,C3 3.177    -1.800  -2.808  148.760  
a,C1,C2,C3 3.205  -1.205  -1.213  -2.667  150.541  
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表 3-11  Proportion 乗法モデルの最適化された媒介変数 
Proportion 乗法モデル R=a*SSB*exp{g(T)} 
  a C1 C2 C3 AIC 
a 2.952        156.423  
a,C1 2.866  -0.963      148.096  
a,C2 2.564    -0.733    142.857  
a,C3 2.987      -1.125  144.182  
a,C1,C2 2.470  -0.518  -0.607    142.513  
a,C1,C3 2.936  -0.485    -0.853  142.908  
a,C2,C3 2.771    -0.414  -0.645  142.330  
a,C1,C2,C3 2.703  -0.393  -0.344  -0.562  142.413  
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図 3-7 VPA と最適化された各加法モデルによる加入尾数の推定値の比較 
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図 3-8 VPA の加入尾数と乗法モデルの比較 
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表 3-12 RPS 加法モデルおよび RPS 乗法モデルの最適化された媒介変数 
RPS加法モデル R=SSB*(g(T)+d) 
  C1 C2 d AIC 
C1,d -2.506    3.138  149.787  
C2,d   -1.761  2.946  147.609  
C1,C2,d -0.873  -1.317  3.012  149.105  
RPS乗法モデル R=SSB*exp(g(T)+d) 
C1,d -0.963    1.053  148.096  
C2,d   -0.733  0.942  142.857  
C1,C2,d -0.518  -0.607  0.904  142.513  
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第 4 章 資源量が低迷した原因と今後の展望 
 
4-1 背景と目的 
第 3 章において近年の資源量が低位に推移していることが示唆され、回復傾向が見られ
ない。漁業者にしても持続的かつ安定的な漁獲がなされることが望ましいと考えられる。
そのためには適切な漁業管理方策の検討が必要と考えられる。本章では、1980 年度から近
年までの漁獲および水温が資源に与えた影響について検討し、今後の資源の変動について
検討する。 
 
4-2 材料と方法 
4-2-1 水温変動の予測 
第 3 章で得られた環境要因を考慮した再生産モデルより、水温が資源変動に大きく関与
していることが考えられた。資源変動を予測するために、前段階として水温を予測した。 
 
4-2-2 水温変動と資源変動 
日本海北東部海域平均海面水温の年平均および秋季平均について分析を行い、結果をも
とに資源変動および漁獲量変動を予測する。使用するモデルは以下の通りである。
Proportion 乗法モデル以外は、y 年の SSB（親魚量）と Temp.Autumn（秋季平均の水温
偏差）から y+2 年後の R（加入尾数）を推定する。Proportion 乗法モデルでは y 年の SSB
と Temp.Autumn および y+1 年の Temp.Anuual（年平均の水温偏差）から y+2 年後の R
を推定する。漁獲圧は 2008 年度の F（F2008 と表記）を用い、倍率を変えた場合の漁獲量
変動を調べた。 
 
Ricker 乗法モデル： 
 
 0.5179× 0.7898× .
2 8.0221× ×
y ySSB Temp Autumn
y yR SSB e
 
    
（4-1）
 
Beverton-Holt 乗法モデル： 
 
 
 0.7835× .
2
16.4461×
×
1 2.4829×
yTemp Autumny
y
y
SSB
R e
SSB

 

  
（4-2）
 
Linear 乗法モデル： 
 
   0.80666× .2 0.07977× 5.30494 × y
Temp Autumn
y yR SSB e

    
（4-3）
 
Proportion 乗法モデル 
 
   10.4135× . 0.6449× .2 2.7705× × y y
Temp Autumn Temp Anuual
y yR SSB e
 
   
（4-4）
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4-3 結果と考察 
4-3-1 水温変動の予測 
先ず、秋季平均の水温偏差について分析した。気象庁が公開している日本海北東部海域
平均海面水温は 1900 年度から情報があり、経年変化について相関検定を行うと、水温の上
昇ないしは下降に対して有意な相関は得られない。これは気象庁のホームページでも 100
年卖位では水温の上昇率に統計的に優位な長期化傾向が見出せないと示されていることと
合致した。しかし、1951 年度からの傾向について検定を行うと有意水準 0.1％で正の相関
が認められた（図 4-1）。1900 年度からは相関が無く、1951 年度からは正の相関が認めら
れたことを踏まえて、sin 関数を用いた水温予測を立てた。水温偏差を Temp.Autumn、年
を変数 Year、h～k の小文字英数字を媒介変数とし、 
 . ×sin ×Temp Autumn h i Year j k  
   
（4-5）
 
を R により最適化した。媒介変数を全て 1 から最適化を行うと周期の短い直線に近い関数
が得られたので、ある程度数値の予測を立ててから再度最適化をした。さらに、回帰係数
が有意な相関を持つ係数を選び最適化をした（表 4-1）（図 4-2）。これによると秋季平均の
水温偏差は 
  
 . 0.6627×sin 0.08547×Temp Autumn Year
  
（4-6）
 
で表され、周期は約 73 年半で、約 36 年ごとに寒暖が入れ替わることが示唆された。また、
このモデルによると水温が高い時期は 2000 年前半が一つの山場で、今後は水温が下降傾向
になることが予測された。 
年平均の水温偏差に対しても同様の分析をした（表 4-2）（図 4-3）。これによると年平均
の水温偏差を Temp.Anuual とすると、AIC が一番低いモデルは 
 
 . 0.561×sin 0.078× 43.929 0.134Temp Annual Year   
 
（4-7）
 
で表され、周期は約 80 年半で約 40 年ごとに寒暖が入れ替わることが示唆された。これら
は近年の水温変動の傾向をよく再現していると考えられ、近い将来の予測であれば周期的
な変動傾向は予測可能と考えられる。これは、秋季平均の水温偏差だけを用いたモデルに
も低い AIC が出たことからも示唆される。年平均の水温偏差は Proportion 乗法モデルにの
み採用されている。 
この 2 つの水温予測を用いて資源量および漁獲量の推定を試みた。 
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4-3-2 水温変動と資源変動 
求められた水温予測と（4-1）～（4-4）式より加入尾数を漸次求め、漁獲圧を変えて毎年
漁獲をした場合を仮定し推定した。また、過去最低の資源量および漁獲量を下回る確率を
求めており、これは 2015、2020、2025 および 2030 年度における年度毎の量が過去最低を
下回る確率および、2011～2100 および 2050～2100 年度までの 1000 通りの推定が、それ
ぞれその期間内に 1 度でも過去最低を下回る確率である。資源量および漁獲量の予測図に
示した赤の横線は過去最高及び過去最低の資源量および漁獲量である。 
Ricker 乗法モデルの推定結果を、表 4-3 および図 4-4（a）、図 4-4（b）に示した。 
漁獲圧を 2.5 倍以上にした場合は、高い確率で過去最低の漁獲量を下回る可能性が示唆さ
れた。2015～2025 年度あたりでは漁獲圧を 0.4～0.8 倍にした場合に、現行ないしはそれ以
上の漁獲圧を与えた場合よりも漁獲量が多く推定された。これは、漁獲圧を抑えることで
加入尾数が保護され、結果資源量の急激な回復がなされたためと考えられる。2030～2050
年度の漁獲量を見ると、各年度で最高の漁獲量を推定している漁獲圧が、0.8～1.6 倍の順
に現れていることが分かる。2060 年度前後では漁獲圧が 1.2～1.6 倍の場合で漁獲量がほぼ
同じになり、2070 年度あたりからは現行の漁獲圧で漁獲をした場合、2080 年度あたりから
は、現行の 0.8 倍の漁獲圧にした場合に最大の漁獲量が得られた。 
このことから、再生産モデルに Ricker 乗法モデルを用いた場合は、水温の傾向に応じて
漁獲圧を変えることが望ましいと考えられる。水温が高い時期では漁獲圧を現行の 0.8 倍に
抑え、水温が低くなるにつれて漁獲圧を上げることで、MSY が達成できると考えられる。 
具体的な漁獲圧による MSY の達成については、Ricker 乗法モデルを視覚化することで
方策が立て易いと考えられる。水温偏差毎の Ricker 乗法モデルを図 4-5 に示した。以降、
同様に水温偏差毎の乗法モデルの図示を行うが、その際の水温偏差は過去最低、±0 および
過去最高の組み合わせである。これを見ると、Ricker 乗法モデルでは、親魚量が 20 万トン
弱（図中の黒い縦線）の場合に最大の加入尾数が得られることが分かる。親魚量が増え過
ぎても加入尾数が減尐してしまうので、常に親魚量を約 20 万トン弱になるように漁獲圧を
調節することが望ましいと考えられる。例えば、水温偏差が低ければ加入尾数は増大し、
これを漁獲しないと親魚量が増えて加入尾数の減尐に繋がるので、この場合は積極的に漁
獲する方が良いと考えられる。一方で、水温偏差が低い場合は逆に、とにかく親魚量を尐
しでも残すために、漁獲量が減ることを覚悟で漁獲圧を下げることが望ましいと考えられ
る。それが将来の資源回復のために重要であると考える。 
Beverton-Holt 乗法モデルの推定結果を表 4-4 および図 4-6（a）、図 4-6（b）に示した。 
2040～2050 年度あたりの漁獲量は漁獲圧を現行の 1.2 倍にした場合に最も多くなり、
2080 年度あたりの漁獲量は漁獲圧を現行の 0.8 倍にした時に最も多くなることが分かる。
しかし、2020年度以降の漁獲量は漁獲圧が0.8～1.6倍の場合、差は殆ど無いと考えられる。
これは、漁獲圧が現行ないしは尐し低い場合に親魚量が他の場合に比べてより多く増加し、
結果豊富な資源に対して低い漁獲圧でも充分な漁獲が得られたためであり、また、漁獲圧
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が尐し高い場合でも、低い水温偏差により尐ない親魚量からでも豊富な加入尾数が得られ、
結果充分な漁獲が得られ、この 2 つの状況が非常に似た傾向を示したためと考えられる。
水温変動傾向がもう尐し長い期間で変動していたら、あるいは水温偏差が低い時期が長く
続く事を仮定していたらもう尐し差が出ていたかもしれない。 
水温偏差毎の Beverton-Holt 乗法モデルを図 4-7 に示した。図中の横線は水温偏差が 0
の時に親魚量を無限大にさせた時の加入尾数を表しており約 6.6237 である。水温偏差が 0
の場合、親魚量が 12 万 5 千トンならば加入尾数は約 5 億尾で、約 6 億尾の加入尾数を得る
には約 40 万トンの親魚量が必要となる。このモデルを再生産モデルに採用して方策を決め
る場合、親魚量を多量に保護しても加入尾数の増加が緩やかなため、適当な親魚量水準の
設定が必要と考えられる。 
Linear 乗法モデルの推定結果を表 4-5 および図 4-8（a）、図 4-8（b）に示した。 
漁獲圧を下げた場合は漁獲量も下がり、漁獲圧を上げた場合は現行の漁獲圧を維持した
場合よりも漁獲量が若干多くなることが示唆された。また、過去最低の資源量および漁獲
量を下回る可能性が他のモデルに比べてかなり低く推定された。 
これは今回推定された Linear 乗法モデルの傾きが殆どないためと考えられる。図 4-9 に
水温偏差毎の Linear 乗法モデルを示した。これによると親魚量に関わらず加入尾数は水温
偏差により求められることが示唆された。これは、どれだけ漁獲をしたとしても、また、
漁獲をしないで親魚量が増え続けたとしても、加入尾数は大して変わらないということで
あり、予測モデルとしては乱獲を防げない危険なモデルと考えられる。 
最後に Proportion 乗法モデルの推定結果を表 4-6 および図 4-10（a）、図 4-10（b）に示
した。 
図 4-10 は漁獲圧を下げた場合の発散が大きく、漁獲圧を下げた場合に資源量および漁獲
量がかなり大きくなることにだけ注意をすれば十分であると考えられる。 
表 4-6 を見ると、漁獲圧を現行ないしは増大させた場合に、高い確率で過去最低の資源量
および漁獲量を下回ることが示唆された。 
水温偏差毎の Proportion 乗法モデルを図 4-11 に示した。この図を見ると、水温偏差毎の
加入尾数の変化が非常に大きいことが分かる。また、Ricker 乗法モデルおよび
Beverton-Holt 乗法モデルと比較すると、親魚量が極端に尐ない場合の傾きが、他に比べて
小さいことが特徴としてあげられる。これは、ある漁獲圧に対して一定の親魚量が基準と
なり、親魚量がそれ以上か以下かで無限大に発散するか 0 の絶滅状態に収束する可能性を
示唆している。図 4-10 では水温偏差により振幅が見られるが、水温偏差を一定にして推定
を行えばより特性が分かり易くなると考えられる。 
以上のことより、各乗法モデルは AIC だけでは差が見られないが、漁獲圧を変えた場合
の将来予測ではそれぞれ特性が見られた。また、将来予測において最適と思われる方策に
ついては乗法モデル毎に異なり、密度効果を考えていないモデルについては妥当性に疑問
を感じるが、今後漁獲情報が増えることで最適なモデルが選ばれることを期待する。  
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図 4-1 秋季平均の水温偏差の経年変化と直線近似式 
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表 4-1 秋季平均の水温偏差の非線形回帰水温モデルの媒介変数 
    h i j k AIC 
1回目 
初期値 1 1 1 1 
 
最適化後 0.191  0.996  10.153  0.138  263.420  
2回目 
初期値 2 0.085 0.8 0.133 
 
最適化後 0.667  0.080  10.514  0.058  235.378  
3回目 
初期値 2 0.085 
   
最適化後 0.663  0.085  
  
232.863  
4回目 
初期値 0.667  0.080  
   
最適化後 -0.611  0.068      238.157  
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図 4-2 秋季平均の水温偏差の経年変化と非線形回帰水温モデルの比較 
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表 4-2 年平均の水温偏差の非線形回帰水温モデルの媒介変数 
    h i j k AIC 
1回目 
初期値 1 1 1 1 
 
最適化後 -0.561  0.078  43.929  -0.134  196.92  
2回目 
初期値 2 0.1 1 
  
最適化後 -0.515  0.075  49.315  
 
198.90  
3回目 
初期値 2 0.1 
   
最適化後 -0.424  0.100      209.99  
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図 4-3 年平均の水温偏差の経年変化と非線形回帰水温モデルの比較 
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表 4-3 Ricker 乗法モデルにおける将来予測結果 
年度 2015 2020 2025 2030 
2011～
2100 
2050～
2100 
資源量が過去最低を下回る確率 
×3 0.999 1 1 0.999 1 1 
×2.5 0.979 0.991 0.987 0.954 1 1 
×2 0.843 0.821 0.677 0.36 1 0.958 
×1.6 0.536 0.363 0.132 0.018 1 0.395 
×1.4 0.291 0.136 0.019 0.002 0.805 0.109 
×1.2 0.116 0.031 0.003 0 0.42 0.012 
F2008 0.022 0.006 0 0 0.084 0 
×0.8 0.002 0 0 0 0.008 0 
×0.6 0 0 0 0 0 0 
×0.4 0 0 0 0 0 0 
漁獲量が過去最低を下回る確率 
×3 0.966 0.996 0.997 0.996 1 1 
×2.5 0.889 0.961 0.954 0.9 1 0.999 
×2 0.723 0.71 0.54 0.257 0.999 0.877 
×1.6 0.485 0.323 0.114 0.014 0.894 0.271 
×1.4 0.353 0.161 0.029 0.001 0.721 0.082 
×1.2 0.25 0.055 0.006 0 0.553 0.015 
F2008 0.171 0.024 0.001 0 0.511 0.001 
×0.8 0.133 0.009 0 0 1 0 
×0.6 0.138 0.005 0 0 1 0 
×0.4 0.329 0.005 0 0 1 0 
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図 4-4（a） Ricker 乗法モデルにおける資源量予測   図 4-4（b） Ricker 乗法モデルにおける漁獲量予測 
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図 4-5 水温偏差毎の Ricker 乗法モデル 
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表 4-4 Beverton-Holt 乗法モデルにおける将来予測 
年度 2015 2020 2025 2030 
2011～
2100 
2050～
2100 
資源量が過去最低を下回る確率 
×3 0.855 0.854 0.692 0.36 1 0.999 
×2.5 0.622 0.468 0.193 0.028 1 0.961 
×2 0.239 0.096 0.011 0 0.877 0.465 
×1.6 0.056 0.015 0 0 0.267 0.064 
×1.4 0.015 0.003 0 0 0.07 0.008 
×1.2 0.006 0 0 0 0.011 0 
F2008 0.001 0 0 0 0.001 0 
×0.8 0 0 0 0 0 0 
×0.6 0 0 0 0 0 0 
×0.4 0 0 0 0 0 0 
漁獲量が過去最低を下回る確率 
×3 0.485 0.536 0.347 0.111 0.998 0.981 
×2.5 0.249 0.199 0.059 0.006 0.898 0.704 
×2 0.099 0.04 0.003 0 0.361 0.168 
×1.6 0.038 0.007 0 0 0.083 0.021 
×1.4 0.02 0.004 0 0 0.035 0.007 
×1.2 0.011 0.002 0 0 0.016 0 
F2008 0.007 0 0 0 0.01 0 
×0.8 0.007 0 0 0 0.009 0 
×0.6 0.007 0 0 0 1 0 
×0.4 0.057 0.001 0 0 1 0 
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図 4-6（a） Beverton-Holt 乗法モデルにおける資源量予測  図 4-6（b） Beverton-Holt 乗法モデルにおける漁獲量予測 
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図 4-7 水温偏差毎の Beverton-Holt 乗法モデル 
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表 4-5 Linear 乗法モデルにおける将来予測結果 
年度 2015 2020 2025 2030 
2011～
2100 
2050～
2100 
資源量が過去最低を下回る確率 
×3 0.008 0 0 0 0.12 0.095 
×2.5 0.002 0 0 0 0.036 0.03 
×2 0.001 0 0 0 0.004 0.003 
×1.6 0 0 0 0 0 0 
×1.4 0 0 0 0 0 0 
×1.2 0 0 0 0 0 0 
F2008 0 0 0 0 0 0 
×0.8 0 0 0 0 0 0 
×0.6 0 0 0 0 0 0 
×0.4 0 0 0 0 0 0 
漁獲量が過去最低を下回る確率 
×3 0.001 0 0 0 0.001 0 
×2.5 0 0 0 0 0 0 
×2 0 0 0 0 0 0 
×1.6 0 0 0 0 0 0 
×1.4 0 0 0 0 0 0 
×1.2 0 0 0 0 0 0 
F2008 0 0 0 0 0 0 
×0.8 0 0 0 0 0 0 
×0.6 0 0 0 0 0 0 
×0.4 0 0 0 0 0 0 
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図 4-8（a） Linear 乗法モデルにおける資源量予測   図 4-8（b） Linear 乗法モデルにおける漁獲量予測 
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図 4-9 水温偏差毎の Linear 乗法モデル 
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表 4-6 Proportion 乗法モデルにおける将来予測結果 
年度 2015 2020 2025 2030 
2011～
2100 
2050～
2100 
資源量が過去最低を下回る確率 
×3 1 1 1 1 1 1 
×2.5 1 1 1 1 1 1 
×2 1 1 1 1 1 1 
×1.6 1 1 1 1 1 1 
×1.4 1 1 1 1 1 1 
×1.2 0.999 1 1 0.999 1 0.997 
F2008 0.998 0.996 0.994 0.928 1 0.72 
×0.8 0.984 0.968 0.879 0.551 1 0.018 
×0.6 0.879 0.755 0.387 0.069 1 0 
×0.4 0.507 0.216 0.022 0 0.956 0 
漁獲量が過去最低を下回る確率 
×3 1 1 1 1 1 1 
×2.5 1 1 1 1 1 1 
×2 1 1 1 1 1 1 
×1.6 1 1 1 1 1 1 
×1.4 1 1 1 1 1 1 
×1.2 1 1 1 0.999 1 0.998 
F2008 1 1 1 0.986 1 0.755 
×0.8 0.999 0.997 0.991 0.855 1 0.034 
×0.6 1 0.995 0.909 0.498 1 0 
×0.4 1 0.987 0.733 0.158 1 0 
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図 4-10（a） Proportion 乗法モデルにおける資源量予測  図 4-10（b） Proportion 乗法モデルにおける漁獲量予測 
  
71 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-11 水温偏差毎の Proportion 乗法モデル 
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第 5 章 総合考察 
 
本研究の目的は、資源が長い間減尐傾向にあり低位に推移しているスケトウダラ日本海
北部系群を例にして、海洋環境要因を考慮した再生産モデルについて検討し、加入尾数の
予測を試み資源回復に繋げることである。 
第 2 章では VPA により年別年齢別の資源尾数を推定した。水産庁が実施している平成 21
年度の我が国周辺水域の漁業資源評価（山下夕帆・千村昌之，2009）ではチューニングを
行い、資源量が若干上方修正されているが、傾向に大きな差は無く資源量が低位に推移し
ていることは同じ結果であるとしている。低い RPS と減尐傾向を続ける親魚量に伴い加入
尾数も減尐傾向にあり、資源量にも減尐傾向が見られた。漁獲量も過去最低の水準にあり
資源水準は極めて低いと判断された。しかし、2008 年度 2 歳魚の漁獲尾数は近年の中では
高い水準にあり、この年級群が親魚量になるまで保護されたならば、資源回復が見込める
かもしれない。 
第 3 章では再生産関係について詳しく検討した。再生産モデルに先ず Ricker、
Beverton-Holt、Linear および Proportion モデルをあてはめAIC によりモデルを比較した。
その結果、Proportion モデルが再生産関係をより良く再現したが、これは密度効果が見ら
れないことを示唆した。これを受けて、海洋環境要因との相関を調べて、再生産モデルに
組み込むことにした。海洋環境要因は AO、PDO および日本海北東部海域平均海面水温を
使用した。AO とは強い相関が得られず、これは、北極圏から波打つように周辺に作用する
AO の指数が必ずしも日本海北部に影響するとは限らないことを示唆した。PDO とも強い
相関は得られず、これは PDO が北太平洋の水温偏差なので、AO と同様に日本海北部には
あまり関係が無いことが考えられる。日本海北東部海域平均海面水温と加入尾数には非常
に強い相関が得られ、これを再生産モデルに組み込むことでより良い再現性が得られた。
モデルには加法および乗法モデルとして組み込んだ。AIC は、海洋環境要因を考慮しない
場合が約 162、加法モデルでは約 151、乗法モデルでは約 147 で、一番当てはまりが良い
モデルとして乗法モデルが選ばれた。また、AIC が一番小さいモデルは Ricker 乗法モデル
で、これにより密度効果と水温の相互作用により加入尾数が決定されることが示唆された。
このモデルに使用される水温は秋の水温で、親魚量の成長、成熟および産卵数に何かしら
の影響が在ることが考えられる。他の乗法モデルも AIC が低く、1 歳魚に対する通年の平
均水温が高い相関を示したことは成長や生残率に関係していると考えられる。 
ここでは乗法モデル毎の AIC の差が小さく差が見られないことが示唆されたので、それ
ぞれの最適化されたモデル、計 4 つのモデルを用いて将来予測を試算した。 
第 4 章では漁獲および水温が将来予測に与える影響について検討した。水温については
傾向を調べる期間を変えることで異なる傾向が見られた。長期的に見るとかなり長い間隔
で振動しており、特に近年は水温が高い傾向にある時期であることが示唆された。つまり、
近年の資源量の減尐傾向は水温が高い傾向にあることが原因と考えられる。 
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しかし、2008 年度の漁獲圧を維持した場合の将来予測の、再び水温が高い傾向が表れる
2050～2100年度の過去最低を下回る確率を見ると、Proportion乗法モデル以外ではRicker
乗法モデルが漁獲量に対して 0.1%で下回る可能性が示唆されただけである。図 2-10 の漁獲
圧を見ると、2000 年代前半から半ばにかけて 3 歳及び 4 歳魚に対する漁獲圧が高いことが
分かる。この未成魚に対する高い漁獲圧も減尐傾向を助長させた原因であると考えられる。 
また、環境状態が好転した場合には漁獲圧を上げることが最適な方策であることも示唆
された。 
以上のことより、今後資源を回復させるための方策は、再生産関係にどの乗法モデルを
用いるかで変わるが、親魚量の回復と漁場水温の低下が重要であると考えられる。しかし、
環境要因に関してはヒトが調節することはできないので、目下漁獲圧の削減が求められる
と考えられる。また、水温が下がることによる急激な加入尾数の増加も予測される一方、
水温が急上昇した場合や高い時期が続いた場合には直ぐに減尐傾向に陥ることも予測され
るので、環境要因と資源水準の双方の変動を精査しながら TAC を決めることが望ましいと
考えられる。 
本研究において、水温を用いた乗法モデルが再生産関係を良く表せることが示唆された
が、本研究で用いた過去の漁獲尾数およびコホート解析結果に対しては、モデル毎の差は
無いと判断された。これは、親魚量の変化が大きくないために親魚量の影響があまり検出
されない可能性が考えられた。今後の漁獲も用いて更に分析を行い、適当な乗法モデルの
選択がなされることが必要であると考えられる。 
今後の課題としては、親魚量と水温のそれぞれにより加入尾数が動的に変化することを
踏まえて、さまざまな水温と漁獲圧を組み合わせた資源策定方策を検討することがあげら
れる。今回は 2008 年度の漁獲圧を用いたが、予測された水温に応じて漁獲圧を変えたり、
年齢別に漁獲圧を変えたりするモデルを考えてみると面白いかも知れない。 
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修士学位論文内容要旨 
 
本研究はスケトウダラ日本海北部系群の資源動態をモデル化することを目的とする。 
水産庁の資源評価では日本近海のスケトウダラ資源を、日本海北部系群、オホーツク海
单部系群、根室海峡系群、太平洋系群に分けている。太平洋系群以外では漁獲量の減尐が
顕著で、1980年以降の最大の漁獲量と比較すると近年は 10分の 1以下にまで減尐している。
再生産関係に密度効果を想定した場合は、漁獲規制が資源回復を図る為の唯一の方法と考
えられる。しかし一方で、海洋環境による影響が大きいことも示唆されており、海洋環境
が再生産関係にどのように影響するのかを調べる必要がある。また、低位に推移した現在
の資源量においては、日本海北部系群と海峡により隔てられたオホーツク海单部系群、太
平洋系群とは資源交流が無いと考えられているため、本研究では北部系群のみに的を絞り
解析を行った。 
1980年～2008年の年別年齢別漁獲尾数から VPA(Virtual Population Analysis)により資
源尾数を求め、再生産モデルとして Ricker、Beverton-Holt、Linearおよび Proportion型
を仮定し、パラメータを推定した。これらのモデルでは加入量が高位にある年代と低位に
ある年代が巧く再現できないことから、環境要因を加味したモデルを作成した。環境要因
としては、AO(Arctic Oscillation:北極振動)、PDO(Pacific Decadal Oscillation:太平洋
十年規模振動)、日本海北東部海域平均海面水温データを用いた。VPA により得られた加入
尾数と上記の海洋環境要因との相関を求め、特に高い相関が認められた水温データを加味
した再生産モデルを作成しパラメータを推定した。最適なモデルとして選択された再生産
モデルは Rickerモデルに水温データを自然対数の乗数としてかけたモデルであった。これ
は、日本海北部の水温が低いほど加入尾数が増える傾向を示している。 
以上のことから、資源状態が回復する為には平均水温が低下するなど、環境が変化する
ことが極めて重要であることが示唆された。しかし、今回解析に用いた年代は資源の低迷
期に相当し、親魚量の経年的変化が大きくないことから、親魚量の影響があまり検出され
なかった可能性も考えられた。より長期用のデータソースを用いた分析が必要であり、そ
の場合には親魚量も要因として考慮する必要があると考えられる。 
 
